
板橋区のバランスシート 
───区政運営を考える方法として─── 

１ 作成方法の確立 
板橋区は平成１２年度の始めに、区内の専門家である公認会計士会の指導のもと、平成１０年度の決算をベースに、
バランスシートを作成し、公表しました。 
このバランスシートの作成によって、板橋区の財政状況について、従来の財政分析に加えて、新しい視点での財政分
析も可能となったのです。 
バランスシート作成については、課題も多く研究途上にありましたが、平成１２年３月に、自治省からバランスシート作
成の手引きが発表されたことを踏まえて、昨年に引き続き、平成１１年度の決算によりバランスシートを作成しました。

２ 検討結果の報告 
平成１１年度の決算を踏まえて、前回と同様専門家の指導を得て、バランスシートに加えて、分かりやすくするため区
民一人当たりのバランスシートも作成しました。 
作成の基本方針等は次のとおりとなっています。 
 
(1)作成の基本 
①バランスシートの作成にあたっては、次のとおりとしました。 
ア 対象範囲は普通会計としました。 
イ 基礎数値は、普通会計の決算数値を基礎としました。 
ウ 会計期間は、平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日までとし、当該年度の出納整理期間内の収入・支出も含
めました。 
エ 科目の配列は、固定性配列法としました。 
オ 固定・流動の区分は、１年基準を適用し、３月３１日を基準としました。 
 
（２）作成の前提 
①基金からの借入金の取扱いは、「資産の部 ３投資 (5)その他の基金」と、「負債の部１固定負債(2)義務教育施設
整備基金借入金」に各々加えることとしました。 
②このバランスシートでは道路・橋梁等は、資産に加えておりません。 
③重要備品も資産に加えておりません。 
④減価償却は定額法により実施しています。 

３ 作成にあたって 

今回の作成にあたっては、昨年度に引き続き、日本公認会計士協会東京板橋会会長野口昌宏氏をはじめ、同協会
の皆さんにご指導とご協力をいただきました。末尾ではありますが、本報告書の作成にご協力をいただきました関係
の皆さんに謝意を表します。 

普通会計；決算統計上の考え方で、一般には、公営事業会計以外の会計を一括整理したものとされています。ただ
し、国民健康保険、老人医療、介護保険の各特別会計は対象外です。区の場合、一般会計内の重複分を整理して
普通会計としておりその作成方法は、全国的に統一されています。 

出納整理期間；前の会計年度末（区では３月末）までに確定した債権や債務について手続きを完了し、現金の未収
未払いの整理をするための期間をいいます。会計年度終了後の４月１日から５月３１日までをいいます。 

固定性配列法；バランスシートの表示で、上から固定資産、固定負債、次に流動資産、流動負債を示す方法です。
地方公共団体の場合、バランスシートの大部分が固定資産で占められており、情報としても固定資産が重要と判断
されたためで、昨年の企業の一般的な配列法である流動性配列法からこの方法に改めました。 

定額法；固定資産の原価から残存価格を差し引いた分を、耐用年数の期間中に費用として配分する、いわゆる減
価償却の方法の一つで、次の式によります。 
    原価－残存価格／耐用年数                        



平成１１年度貸借対照表 

（単位：百万円）

借     方 貸     方

資産の部 負債の部

１ 固定資産 
 （１）行政財産 
  ①土 地 
  ②建 物 
 （２）普通財産 
  ①土 地 
  ②建 物 
 （３）その他固定資産

８６２，４８５
７３１，１９４
１３１，２９１
４，０３４
３，３８５
６４９
１，９５８

１ 固定負債 
 （１）長期借入金（特別区債） 
         特別区債現在高 
           翌年度償還額 
 （２）義務教育施設整備基金借入金 
 （３）退職給与引当金      

８１，９７３
８９，７８２
（７，８０９）
４，１５０
３０，３１５

固定資産合計 ８６８，４７７ 固定負債合計   １１６，４３８

２ 流動資産 
 （１）現金・預金 
 （２）収入未済金 
 （３）財政調整基金 

２，３５６
５，００９
３５６

２ 流動負債 
 （１）特別区債 翌年度償還予定額 
 （２）還付未済金 
 （３）未払金 
  ①繰越事業費 
  ②支払繰延             

７，８０９
２
９５
９２
３流動資産合計 ７，７２１

３ 投 資 
 （１）有価証券 
 （２）投資及び出資金 
 （３）貸付金 
 （４）保証金 
 （５）その他の基金 
  ①積立基金  
  ②運用基金  

１０
１，７６２
９，３６３
 ２

２０，５６５
１４，３２０
６，２４５

流動負債合計        ７，９０６

負債合計        １２４，３４４

正味財産の部            

正味財産          ７８３，６１４
投資合計  ３１，７０２

４ 繰延資産        
 （特別区債発行差額年度末残高）   ５８

繰延資産合計    ５８ 正味財産の部合計  ７８３，６１４

資産の部合計     ９０７，９５８ 負債・正味財産の部合計  ９０７，９５８

成...



区民一人あたりの貸借対照表 

人口＝５０９，２８３人（平成12年４月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録人口）           

（単位：円）

借            方 貸            方

資産の部 負債の部

１ 固定資産  
 (1) 行政財産 
  ① 土 地 
  ② 建 物 
 (2) 普通財産 
  ① 土 地 
  ② 建 物 
 (3) その他固定資産       

１，６９３，５２８
１，４３５，７３２
２５７，７９６
７，９２１
６，６４７
 １，２７４
３，８４５

１ 固定負債  
 
 (1) 長期借入金（特別区債） 
    特別区債現在高 
    翌年度償還額 
 (2) 義務教育施設整備基金借入金 
 (3) 退職給与引当金      

１６０，９５８
１７６，２９１
（１５，３３３）

８，１４９
５９，５２５

固定資産合計 １，７０５，２９４ 固定負債合計 ２２８，６３２

２ 流動資産 
 (1) 現金・預金 
 (2) 収入未済金 
 (3) 財政調整基金          

４，６２６
９，８３５
６９９

２ 流動負債 
 (1) 特別区債翌年度償還予定額 
 (2) 還付未済金 
 (3) 未払金 
  ① 繰越事業費 
  ② 支払繰延             

１５，３３３
４

 １８７
１８１
６流動資産合計 １５，１６０

３ 投 資  
 (1) 有価証券 
 (2) 投資及び出資金 
 (3) 貸付金 
 (4) 保証金 
 (5) その他の基金 
  ① 積立基金 
  ② 運用基金       

２０
３，４６０
１８，３８５
４

４０，３８０
２８，１１８
 １２，２６２

流動負債合計 １５，５２４

負債合計 ２４４，１５６

正味財産の部

正味財産 １，５３８，６６１
投資合計 ６２，２４９

４ 繰延資産（特別区債発行差額年度末残
高）

１１４

繰延資産合計 １１４ 正味財産の部合計 １，５３８，６６１

資産の部合計 １，７８２，８１７ 負債・正味財産の部合計 １，７８２，８１７



貸借対照表比較 

（単位：百万円・％）

 貸借対照表   
 平成１０年度  平成１１年度  増（△）減額 増（△）減率

 科目    

 資産の部    

１ 固定資産      ８６３，８６１  ８６８，４７７    ４，６１６    ０．５

 (1) 行政財産     ８５７，３１０  ８６２，４８５    ５，１７５    ０．６

 (2) 普通財産       ４，５９３    ４，０３４     △５５９  △１２．２

 (3) その他固定資産    １，９５８    １，９５８        ０      ０

２ 流動資産       １１，８４２    ７，７２１   △４，１２１  △３４．８

 (1) 現金・預金      ３，４２１    ２，３５６   △１，０６５  △３１．１

 (2) 収入未済金      ５，９３０    ５，００９     △９２１  △１５．５

 (3) 財政調整基金     ２，４９１      ３５６   △２，１３５  △８５．７

３ 投 資        ２９，３９７   ３１，７０２    ２，３０５    ７．８

 (1) 有価証券          １０       １０        ０      ０

 (2) 投資及び出資金    １，７６０    １，７６２        ２    ０．１

 (3) 貸付金       １０，７８６    ９，３６３   △１，４２３  △１３．２

 (4) 保証金            ２        ２        ０      ０

 (5) その他の基金    １６，８３９   ２０，５６５    ３，７２６   ２２．１

４ 繰延資産     （特別区債発行差額）       ５６       ５８        ２    ３．６

 資産の部合計  ９０５，１５６  ９０７，９５８    ２，８０２    ０．３

 負債の部    

１ 固定負債      １１８，３８３  １１６，４３８   △１，９４５   △１．６

 (1) 長期借入金     （特別区債）     ８４，２１８   ８１，９７３   △２，２４５   △２．７

 (2) 義務教基金借入金    ４，１５０    ４，１５０        ０      ０

 (3) 退職給与引当金   ３０，０１５   ３０，３１５      ３００    １．０

２ 流動負債        ９，３９４    ７，９０６   △１，４８８  △１５．８

 (1) 特別区債    （翌年度償還予定額）    ７，０５２    ７，８０９      ７５７   １０．７

 (2) 還付未済金          ２        ２        ０      ０

 (3) 未払金        ２，３４０       ９５   △２，２４５  △９５．９

  ① 繰越事業費     ２，２４３       ９２   △２，１５１  △９５．９

  ② 支払繰延         ９７        ３      △９４  △９６．９

 負債の部合計  １２７，７７７  １２４，３４４   △３，４３３   △２．７

 正味財産の部 

１ 正味財産      ７７７，３７９  ７８３，６１４    ６，２３５    ０．８

 正味財産の部合計  ７７７，３７９  ７８３，６１４    ６，２３５    ０．８

負債・正味財産の部合計  ９０５，１５６  ９０７，９５８    ２，８０２    ０．３



平成１１年度貸借対照表説明 

 １ 総合的な状況  
資産の総額は９，０７９億５８百万円で、前年度と比較すると２８億２百万円・０．３％の増加となっています。 
これは、流動資産は４１億２１百万円・３４．８％の減少となりましたが、固定資産は４６億１６百万円・０．５％の増加、
投資は２３億５百万円・７．８％の増加によるものです。 
負債の総額は１，２４３億４４百万円で、前年度と比較すると３４億３３百万円・２．７％の減少となっています。 
これは、固定負債が１９億４５百万円・１．６％の減少、流動負債が１４億８８百万円・ １５．８％の減少となったことに
よるものです。 
正味財産は、資産総額と負債総額との差額で、７，８３６億１４百万円となっており、前年度と比較すると６２億３５百万
円・０．８％の増加となっています。 

２ 資産の部                                    

(1) 固定資産 
①行政財産（一般には地方公共団体の財産のうち現に公用、公共用に使用している財産とされています。） 
資源化センター用地、公園用地等の取得により、前年度末に比べ５１億７５百万円増加しています。 
②普通財産 
小豆沢寮敷地が行政財産に分類換となったこと等により、前年度末に比べ５億５９百万円減少しています。 
その他固定資産（建物に付随する工作物で門、生垣、ベンチ等です。） 
前年度末と同額となっています。 
これにより、固定資産は、前年度末に比べ４６億１６百万円増加し、８，６８４億７７百万円となっています。 
(2)流動資産（企業会計においては、現金、預金、まだ回収していない代金などの資産で決算日から１年以内に現金
化されるものとされています。） 
①現金・預金 
翌年度への繰越金が減少したことにより、前年度末に比べ１０億６５百万円減少しています。 
②収入未済金 
特別区民税収入未済額が３億２８百万円、国庫支出金が６億６百万円、それぞれ減少したため、前年度末に比べ９億
２１百万円減少しています。 
③財政調整基金 
前年度末に比べ２１億３５百万円と大幅に減少しています。 
これにより、流動資産は、前年度末に比べ４１億２１百万円減少し、７７億２１百万円となっています。 
(3)投資（一定の目的のために長期にわたって所有する債権、有価証券、出資金、１年内に支払期限のこない貸付金
などとされています。） 
①有価証券 
  有価証券は、前年度末と同額となっています。 
②投資及び出資金 
  新規に東京都地域福祉財団に１５０万円出資したことにより、増加しています。 
③貸付金 
  板橋区土地開発公社への貸付金が１３億８４百万円減少したこと等により、前年度末に比べ１４億２３百万円減少
しています。 
④保証金 
  前年度末と同額です。 
⑤その他の基金（財政調整基金を除く基金） 
  少子化対策基金３億９１百万円、いたばしボランティア基金１０百万円、介護保険円滑導入基金３１億４５百万円を
新規に積立てたこと等により、前年度末に比べ３７億２６百万円増加しています。 
これにより、投資は、前年度末に比べ２３億５百万円増加し、３１７億２百万円となっています。 

３ 負債の部  
(1)固定負債（原則として返済期限が決算日から１年を超える負債とされています。） 
①長期借入金（特別区債） 
  特別区債の借入残高の減少により、前年度末に比べ２２億４５百万円減少しています。 
②義務教育施設整備基金借入金 
  前年度末と同額となっています。 
③退職給与引当金 
  職員の平均給料月額が４，９００円増加したことにより、前年度末に比べ３億円増加しています 
これにより、固定負債は、前年度末に比べ１９億４５百万円減少し、１，１６４億３８百万円となっています。 
(2)流動負債（原則として決算日から１年以内に返済しなければならない負債とされています） 
①特別区債（翌年度償還予定元金） 
  平成８年度から９年度にかけて発行した特別区債の元金返済が始まったこと等により、前年度末に比べ７億５７百
万円増加しています。 
②還付未済金 
 前年度末と同額となっています。 



③未払金 
 未払金のうち繰越事業費は、地域振興券交付事業完了により２２億４３百万円の減少、舟渡地区市街地再開発事
業９２百万円の増加により、前年度末に比べ２１億５１百万円減少しています。 
支払繰延は、退職金の支払繰延額が減少したことにより、前年度末に比べ９４百万円減少しています。 
これにより、流動負債は、前年度末に比べ１４億８８万円減少し、７９億６百万円となっています。  



バランスシートの分析 

総務省のマニュアルには、いくつかの分析の手法が示されており、これに添って検討し、さらに、これ以外の分析も加
えることにしました。 

１ 社会資本形成の世代間負担比率 
 
社会資本の整備結果を示す固定資産のうち、正味財産の割合によって、これまでの世代の負担による分の割合を見
ることができると考えられます。また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない分の割合が見れます。 
 【計算式】  
  正味財産／固定資産合計＝これまでの世代による社会資本の負担比率（％）  
  負債合計／固定資産合計＝後世代による社会資本の負担比率（％）        

バランスシート上、正味財産は、地方公共団体の社会資本形成のうち、国庫支出金や税等の一般財源等といったこ
れまでの世代が、既に負担した金額を示しています。  
負債合計は、地方債や債務負担行為といった将来の世代が負担することにより形成される金額を表しています。    

板橋区の場合、区債残高が２２億４５百万円減少したことなどにより、後世代による社会資本負担比率が０．５ポイント
下降し、将来世代への負担が軽減されたことが分かります。 

２ 予算額対資産比率歳入 
総額に対する資産の比率を計算することにより、資産の形成に何年分の歳入が充てられたかをみることができます。
【計算式】 
  資産合計／歳入合計＝予算額対資産比率（年） 

３ 固定資産の行政目的別割合 
行政分野ごとの資産形成の比重を把握することができ、今後の資産整備の方向性を検討するのにも役立つものと考
えられますが、団体間で比較が容易にできる環境が整えば、分析も進むことになります。 
なお、今回は、分野別の数値が把握できる行政財産について算出しました。 
総務      7.25 ％ 
福祉      6.26 ％ 
土木      31.16 ％ 
教育      54.39 ％ 
その他     0.94 ％ 

４ 正味財産比率 
  企業会計の自己資本比率に相当し、高ければ高いほど財政状態が健全であるといえますが、企業会計上の自己
資本は「社外からの資本及び獲得した利益の内部留保の額」であるのに対し、区の場合、「これまでの世代による社
会資本の負担額」となります。 
【計算式】 
 正味財産／負債・正味財産合計＝正味財産比率（％） 

（単位; 百万円, ％）

項目  平成10年３月 平成11年３月

固定資産合計 (a)            863,861   868,477

正味財産合 (b)            777,379   783,614

負債合計 (c)            127,777   124,344

これまでの世代による社会資本負担比率(b/a)     90.0 ％    90.2 ％

後世代による社会資本負担比率(c/a)         14.8 ％    14.3 ％

地方債 ；地方公共団体の借金 
債務負担行為；翌年度以降債務を負担する限度額を期間を限ってあらかじめ決めておく制度

（単位; 百万円, 年）

    項目        平成10年３月  平成11年３月

 歳入合計    (a)         144,720    151,859

 資産合計    (b)         905,156    907,958

 正味財産    (c)         777,379    783,614

予算額対資産比率 (b/a)         6.25      5.98

予算額対正味資産比率 (c/a)      5.37      5.16



１０年度   85.88 ％ 
１１年度   86.31 ％ 

５ 地方債返済可能年数 
地方債の返済のために、毎年の収入のうち、返済にあてることが可能な金額の全てを使って返済すると仮定した場合
の返済にかかる年数です。年数が少ないほど将来負担の度合いが低く財政状況が健全であるといえます。 
【計算式】 
  地方債残高－現金・預金／経常一般財源－（経常経費充当一般財源－公債費）＝地方債返済可能年数（年） 
１０年度  ４．２０年 
１１年度  ４．５７年               

    


